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国民健康保険の都道府県化に向けた検討への協力について 
 
 
 

鳥取県 福祉保健部 健康医療局 医療指導課 

 

平成 30 年度からの国民健康保険事業の都道府県化に向けて、県は、新たに国保事業の運営に

参画し、県全体の国保財政の運営を担うことになる。 

 そのため、その準備として、本年度から県と市町村の課長級で構成する「国保連携会議」と

実務担当者で構成する「作業部会」を設置し、新たな国保制度が円滑に導入されるよう、以下

の検討事項を中心に協議を行っているところであり、引き続き御協力いただきたい。 

 

 

 

１ 国保事業費納付金の算定について 

  ・平成 30年度からは、県が市町村ごとに納付金を決定し、市町村が県へ納付する仕組みと

なる。 

→県による納付金の算定に当たっては、市町村からのデータ提供が必須となるため、御

協力いただきたい。 

※ 平成 30 年度の最終的な市町村の保険料率については、平成 29 年 10 月から県が直近

のデータを基に納付金等を算定した後、概ね平成 29 年 12 月頃から、市町村での検

討となる。 

※ 納付金の算定に当たっては、市町村の医療費水準や所得水準を反映させる方向で検

討する。 

 

２ 市町村国保事務の共同実施について 

  ・平成 30年度に向けて、市町村国保事務の共同実施により、住民サービスに直接つながる

ものや事務の効率化が図られる等の視点で、具体的に共同実施が可能となる事務を検討

しているところである。 

   →引き続き、具体的に共同実施が可能となる事務の洗い出しや実現のための課題の整理

等の検討をお願いしたい。 

 

３ 県国保運営方針案の策定等について 

   ・平成 30 年度からの国保運営に関する県内の統一的なルールとなる国保運営方針案を本年

度中に県が策定する予定であるが、国保運営方針等の重要事項については、県に運営協

議会を設置し、審議を経る必要があることから、平成 28 年 11 月議会で運営協議会設置

に係る所要の手続きを行うこととしている。 

   →国が定めた「国保運営方針策定要領」に基づき、県が策定する、国保の医療費や国保

財政の見通し、市町村における保険給付の適正な実施に関する事項などを記載した国

保運営方針について、御意見等をお願いしたい。 

    また、運営協議会の審議に当たって、市町村は事務局の立場での参画が想定されてい

ることから、参画について御協力いただきたい。 
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国土強靱化に向けた関連施策推進と地域計画策定について 

 
 

鳥取県 県土整備部 技術企画課 

 
いかなる自然災害が起こっても機能不全に陥ることが避けられるような「強さ」と「しな

やかさ」を持った安全・安心な社会経済システムの構築のため、平成２８年３月２９日付け

で、鳥取県国土強靱化地域計画を策定したところ。 

国土強靱化の取組は、持続可能な地域社会の構築を進めていくものであり、担い手育成を

含め地方創生とは車の両輪の関係にあることから、国土強靱化地域計画と地方創生総合戦略

（元気づくり総合戦略）の双方の取組を、調整を図りながら進めていくこととしている。 

  本県全体の強靱化の推進にあたっては、市町村の主体的な取組が不可欠であることから、

本県の地域計画に定める施策への連携に御協力いただくとともに、市町村においても地域計

画を策定いただきたい。 

 
 
 
 

【現在の取組状況】 

１ 市町村の強靱化地域計画の策定支援 

・6/29 までに全市町村の首長等に、個別に県計画の概要説明及び市町村へ計画策定を依頼済

み。 

・7/15 までに全市町村の担当に、計画策定支援の具体的内容について説明済み。 

 

２ 県の国土強靱化地域計画の KPI の進捗管理及び必要な見直し 

・各分野の強靱化関連施策の進捗管理及び官民連携が図れる取組並びに熊本地震を踏まえた

新たな取組を検討 

ⅰ）救援物資輸送と広域防災拠点 

ⅱ）避難所の環境改善に向けた対策 

ⅲ）住家の被害認定 

ⅳ）罹災証明業務の指導者育成 

ⅴ）経済活動の継続に向けた中小企業ＢＣＰ策定 等 

 

３ 産官学民の連携による国土強靱化の推進 

（１）人材確保・育成に係る取組 

・鳥取大学、業界、鳥取県建設技術センター、市町村等と連携した建設産業の担い手の確

保・育成のための対策及び体制構築の検討（TIFNet の活用推進。県・業界・町村会で

H28.3.31 に締結した協定の具現化。） 

（２）技術開発 

・県と鳥取大学等が連携し、防災、インフラ施設の状況把握に係る情報を集約・共有する

システムの構築を検討中 

 

４ 今後の予定 

 年度内  国土強靱化連絡調整会議（国・県・市町村・大学・民間） 

ⅰ）関係者連携とＫＰＩ進捗状況 

ⅱ）熊本地震を踏まえた新たな取組と地域計画の見直しの方向性 

ⅲ）国土強靱化推進に向けた人材確保・育成の取組状況 
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土木インフラ整備及び維持管理における各県土整備局及び（公財）鳥取県建設技術 

センターの活用について 

 
鳥取県 県土整備部 県土総務課  

 
多様化する住民ニーズの中で、調査・設計・積算・監理業務、老朽化が進行する土木イン

フラの維持管理、激甚化する気象災害による復旧事業等を求められている。(市)町村におい

ては、土木技術者等の職員不足に伴い、公共工事の技術面からの妥当性判断や総合評価入札

制度の導入等に係る技術的な知識が不足する場合がある。このような事態に対処し、各事業

の効率的な執行を図るため、以下の機関で業務の相談を受け付けます。 

 
 
 

１ 各県土整備局（※東部地区は鳥取・八頭県土整備事務所） 

公共土木施設の管理者として、また委託・工事の発注者として、判断に迷うケースを首長～

担当レベルまで受付。(H28.3.31 町村会と県との連携協定書)  

（例） 工事の必要性、予定価格積算、総合評価入札制度導入、工事成績点数付け 等 

 

２ （公財）鳥取県建設技術センター 

公共土木施設の新設改良、維持管理、災害復旧等について、より実務的な内容を受付。 

（１） 新設改良 ：工事積算補助業務、監督補助業務 

・特に専門的な技術を要する工事の積算、現場監理  

（２） 維持管理（橋りょう修繕） ：橋りょう補修アドバイス業務 等 

・既存の点検・補修計画に基づき、現地調査と必要な詳細設計項目の抽出を行い、コンサ

ルタントへ引き継ぐことにより、調査設計業務コストを削減 

・コンサンルタントの詳細設計に基づき、特殊な工法を要する修繕工事を積算 

・多様な確認を要する修繕工事の現場監理を代行、変更が必要となる場合の積算  

（３） 災害復旧 ：災害復旧支援業務、（工事積算補助業務、監督補助業務） 

（H28 年度から試行的に実施） 

・道路災害復旧及び河川災害復旧において、災害調査・報告、査定設計書作成、災害査定

立会を行い、被災後から災害査定を完了するまでの業務を補助 

・復旧工事の規模によっては、工事の積算、現場監理 

（４） ICT 技術の活用（H28 年度検討中） 
・災害調査時、日常の施設点検における UAV（ドローン等）の活用 

 

 
【具体例：橋りょう修繕の場合】 
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